
 都内の区市町村では、すでに居住支援協議会が設立済みの千代田区、江東区、世田谷区、杉並区、豊島区、板橋区、
八王子市、調布市、日野市、多摩市、文京区、江戸川区、台東区、北区に加え、令和２年度（４月時点）には練馬区、狛江
市、町田市、葛飾区、大田区、新宿区、品川区で設立され、現在15区6市で設立済みとなっている。また、協議会の設立
に向けて５区市で具体的に検討中としているが、このうち4区市で今年度新たに設立予定と回答。

 「設立予定なし」の理由として、「マンパワーが不足している」「住宅問題が顕在化していない」との回答が多い。
 東京都居住支援協議会に期待する役割として、 「区市町村の事務担当者向けの実務セミナーの開催が最も多く、 」 「先

進的な都内区市町村の居住支援協議会の活動事例の調査・情報提供」 、 「居住支援団体等の居住支援・生活支援の取
組に関する情報提供」と続いている。

居住支援協議会の設立予定等 設立予定時期

設立予定がない理由（複数回答可）

協議会設立済
21

（15区6市）

協議会の設立について、具体的に検討中
5

（3区2市）

協議会に関心があり、設立に向けた検討を行っている
12

（3区9市）

現時点で協議会設立の予定なし
20

（2区18市町村）

令和２年度 4

令和３年度 1

令和４年度以降 2

未定 10
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（資料）住宅政策本部調べ（令和2年5月） 58区市町村回収

東京都居住支援協議会に期待する役割（複数回答可）
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1.協議会がどのようなものか理解できない

2.住宅確保要配慮者の住宅問題が顕在化していない

3.マンパワーが不足している

4.財源が不足している

5.住宅部門での理解が得られない

6.福祉部門での理解が得られない

7.不動産関係団体の理解が得られない

8.居住支援団体の理解が得られない

9.居住支援協議会がなくても住宅確保要配慮者の入居支援が図られている

10.居住支援協議会がなくても住宅・福祉・不動産関係団体等の連携が図られて…

11.地域にどのような居住支援団体やNPO等があるかわからない

12.その他
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1.都居住支援協議会に期待する役割について、一般都民向けの普及啓発に関するセミナーの開催

2.区市町村の事務担当者向けの実務セミナーの開催

3.賃貸住宅の所有者や不動産事業者向けのセミナーの開催

4.先進的な全国の居住支援協議会の活動事例の調査・情報提供

5.先進的な都内区市町村の居住支援協議会の活動事例の調査・情報提供

6.居住支援協議会の概要等をわかりやすく解説したパンフレットの作成・配布

7.居住支援団体等の居住支援・生活支援の取組みに関する情報提供

8.居住支援協議会や住宅確保要配慮者向けの国交省の制度・施策の情報提供

9.その他
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